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１ 適確な事故調査の実施

１．（１）① 実務上役立つ事故調査マニュアルの整備

具体的な対応策 国際民間航空機関（ICAO）、国際海事機関（ＩＭＯ）及び米国国家運輸安全委員
会 （NTSB）の事故調査マニュアルを参考にしつつ 事故調査の考え方や組織事１ 現行のマニュアル等は、 会 （NTSB）の事故調査マニュアルを参考にしつつ、事故調査の考え方や組織事
故やヒューマンファクター調査に関する記述を重視する観点から、共通部分につ
いて作成。

１．現行のマニュアル等は、
事故調査の考え方に関する
部分が含まれておらず、かつ
体系化もされていないため、
見直しに当たっては国際民
間航空機関(ICAO)、国際海
事機関(IMO)及び米国国家

モード別の調査マニュアルについては、時系列に沿った調査の流れ及び事故種
類別により整理し、調査漏れを防ぐためのチェックリストを整備（船舶編について
ほぼ作成、航空・鉄道編についても順次整備）。

事機関(IMO)及び米国国家
運輸安全委員会(NTSB)の事
故調査マニュアルを参考にし
て、体系化した事故調査マ
ニュアルを整備する。
なお、作成に当たっては、以
下のことを考慮する。
（１）誰が調査しても一定水準
以上の調査結果となるよう、
各調査項目について、可能
な限り「事故調査技術の伝
承」の観点から明文化すると

事故調査マニュアル

目次
承」の観点から明文化すると
ともにチェックリストを作成す
る。

（２）特に、組織事故やヒュー
マンファクター分野に関して
は 速やかに整備するととも
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究・検討を行う。
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１ 適確な事故調査の実施

１．（２）① 調査のスケジュール管理方法（英訳期間の短縮）

具体的な対応策

外国人の原因関係者 英訳期間を短縮するため、可能な限り発注準備を前倒しするとともに、翻訳原稿の外国人の原因関係者
に対する意見聴取又は
関係国に対する意見照
会で必要となる事故等
調査報告書案の英訳期
間を短縮するための方

共有・利用の推進等による期間短縮に向け、下記の品質向上策を実施した。

従前間を短縮するための方
策を実施する。

○ 校正結果の知見の蓄積・共有が必ずしも十分でなかった。

従前

○ 翻訳原稿に係る修正事例集及び校正結果の知見を蓄積し、運輸安全委員会内で共

品質向上策

○ 有できる体制を構築して、修正・指摘事項を次回翻訳案件へ反映しやすくした。
○ 翻訳原稿の校正回数を増加した上で、作業に必要な期間を確保した。

○ 複数担当者による作業を円滑に行うために、運輸安全委員会内において作業進捗管
○ 理情報の共有化を図った。

メリット・効果
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○ 翻訳の品質のさらなる向上、英訳期間の短縮



２ 適時適切な情報発信

２．（１）① 事故等の再発防止に資する情報発信のあり方（提言関係）

具体的な対応策 調査途中段階における行政機関への安全情報発信事例（平成24年度）
１ 調査途中段階にお 漁船春 丸転覆事故 水上ｵ ﾄ ﾞｲ ﾞ 乗者 亡事故 ﾀ ﾎﾞ ﾄ建友爆発事故 航空重大ｲ ｼ ﾞ ﾄ［異常接近］１．調査途中段階にお
ける行政機関への安全
情報の発信

２．調査途中段階にお
ける関係事業者等 の

漁船春日丸転覆事故 水上ｵｰﾄﾊﾞｲﾘﾌﾞ同乗者死亡事故 ﾓｰﾀｰﾎﾞｰﾄ建友爆発事故 航空重大ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ［異常接近］

（概要）
航行中の漁船が傾斜、転覆し、
5名が死傷、1名が行方不明。
開放されていた船室の扉から、
海水が浸水したもの。

（概要）
水上オートバイから落水した同乗
者の体腔内に水が入り、内臓を
損傷して死傷（2件）。ジェット噴流
によるもの。

（概要）
主機関始動時に爆発し、同乗者2
名が骨折。滞留していた洗浄用ス
プレーのガスに引火したもの。

（概要）
ヘリの機長からの異常接近報
告に基づき調査中、発生当時
不明であった、同機に接近した
航空機が判明。

ける関係事業者等への
安全情報の発信

行政機関に情報提供
を行った場合には、原
則として直近の委員長

海水 浸水したもの。 よるもの。 航空機が判明。

平成24年3月23日発生
平成24年4月5日国土交通省、
水産庁あて情報提供

平成23年7月23日発生
平成24年6月27日国土交通省あ
て情報提供

平成23年5月2日発生
平成24月8月29日国土交通省、経
済産業省原子力安全・保安院あ
て情報提供

平成24年10月10日発生
平成24年10月19日国土交通
省あて情報提供

モーターボート建友爆発事故に関する情報提供記者会見で紹介すると
ともに、ホームページに
掲載し、不安全情報等
の水平展開を図る。

【概要】
エンジンケーシング内に設置された主機関上部

を洗浄用スプレーを使用して洗浄し 直ちにエンジ

【情報提供先の対応】

国土交通省海事局は、この情報提供を受けて
リーフレットを作成し モーターボートユーザーを洗浄用スプレ を使用して洗浄し、直ちにエンジ

ンケーシングカバーを閉じて主機関を始動したと
ころ、エンジンケーシング内に滞留していた洗浄
剤の気化したガス及び噴射剤のLPGが混合した
可燃性ガスに着火し、爆発したことにより発生した
ものと考えられる事故。

リ フレットを作成し、モ タ ボ トユ ザ
への周知を行った。

【情報提供】

当委員会発足後、類似の事故が他に３件発生し
ていることから 国土交通省及び経済産業省原子

ものと考えられる事故。
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ていることから、国土交通省及び経済産業省原子
力安全・保安院に対して情報提供。

国土交通省HP （ http://www.mlit.go.jp/maritime/kogata/t_bakuhatu.pdf ）



２ 適時適切な情報発信

２．（１）① 事故等の再発防止に資する情報発信のあり方（提言関係）

具体的な対応策 アクションプラン策定後、積極的に提言を発出している。
４ よりタイムリ かつ４．よりタイムリーかつ
積極的な勧告、意見等
の発出

（１）運輸安全委員会の
ミッション、「勧告や意見

提言 年 航空 鉄道 船舶

勧告（国交大臣）
H21～23 0 0 0

H24 1 0 0

H21 0 0 0

の発出、事実情報の提
供などの情報発信を通
じて必要な施策又は措
置の実施を求める」を受
け、よりタイムリーかつ

勧告（原因関係者）
H22 0 0 0

H23 0 1 2

H24 0 1 6

H21 3 - 0け、よりタイムリ かつ
積極的に勧告、意見等
を発出し、一層効果的
な再発防止、被害の軽
減に資する。

安全勧告
H22 1 - 0

H23 0 - 9

H24 １ - 2

H21 1 1 0

意見（国交大臣）
H22 0 0 1

H23 1 0 2

H24 1 0 4

H21 0 0 1

意見（関係行政機関）
H22 0 0 0

H23 0 0 3

H24 0 0 0

意見（調査途中段階）
H21～23 0 0 0

（過去４年間の年別提言実績数（抜粋））

意見（調査途中段階）
H24 0 0 2
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２ 適時適切な情報発信

２．（１）① 事故等の再発防止に資する情報発信のあり方（提言関係）

具体的な対応策

４ よりタイムリ かつ 貨物船S GA OR GRAC 作業員死亡事故（平成２１年６月発生）４．よりタイムリーかつ
積極的な勧告、意見等
の発出

（１）運輸安全委員会の
ミッション、「勧告や意見

貨物船SINGAPORE GRACE作業員死亡事故（平成２１年６月発生）

［事故の概要］
硫化銅精鉱を積載した貨物船において、揚荷役を

行う際に貨物倉に入った作業員が酸素欠乏症を発
症し 倒れ 同人を救助しようとし 同貨物倉に入

［原因］
原因関係者が、定められた方法で酸素濃度計測を行うよ

う指導していなかったこと、硫化銅精鉱が積載されている貨
物倉内 人身事故が発生した場合 対処法を適切に指導の発出、事実情報の提

供などの情報発信を通
じて必要な施策又は措
置の実施を求める」を受
け、よりタイムリーかつ 原因関係者 の勧告

症して倒れ、同人を救助しようとして同貨物倉に入っ
た作業員も酸素欠乏症を発症し、３人が死亡した。

物倉内で人身事故が発生した場合の対処法を適切に指導
及び訓練していなかったことが、事故の発生に関与した可
能性がある。

国土交通大臣 の意見け、よりタイムリ かつ
積極的に勧告、意見等
を発出し、一層効果的
な再発防止、被害の軽
減に資する。

原因関係者への勧告
（平成24年4月）

国土交通大臣への意見
（平成24年4月）

硫化銅精鉱の性状及び危
険性の教育、酸素濃度計
の取扱の教育、人身事故
発生時の対応訓練を実施

浮遊選鉱剤の使用上にお
ける注意事項を国際海事
機関（IMO）を介して広く周
知すること

［報告］（平成24年6月）
原因関係者から、勧告に

［報告］（平成24年11月）
国土交通省から、意見に

発生時の対応訓練を実施
すること 等

知すること

基づく措置の完了報告。

勧告において求められて
いる教育、訓練等を定期
的に実施していること、及
び、今後とも継続して実施
していく と等

対する措置状況の通知。

ＩＭＯの小委員会において
当該事故情報及び当委員
会の調査により得られた
注意事項を周知したこと

※ 硫化銅精鉱の荷送人に対しても安全勧告を発出

5

していくこと等



２ 適時適切な情報発信

２．（１）⑤ ニュースレターほか情報ツールの内容の充実・再検討

具体的な対応策 運輸安全委員会年報
３ 運輸安全委員会年 当委員会の活動状況全般のほか ミ シ ン 行動指針の策定とい た直近の

英語版（12月発行）

参考 日本語版（8月発行）

３．運輸安全委員会年
報については、英語版
作成を発刊計画に加え、
編集、作成する。

当委員会の活動状況全般のほか、ミッション・行動指針の策定といった直近の
トピックを海外の方々に知って頂くため、英語版年報を初めて刊行した。

参考 日本語版（8月発行）

［内容］

○ 運輸安全委員会のミッション・行動指針及び業務改善アクションプランの策定について
○ 平成23年度中に公表した航空、鉄道、船舶事故等調査報告書を各５事例程紹介
○ 事故防止への国際的な取組み（国際協力の目的及び意義、国際機関への我が国の貢献など）○ 事故防止 の国際的な取組み（国際協力の目的及び意義、国際機関 の我が国の貢献など）
○ 事故防止に向けて、ニュースレター、年報の発行、日本航空123便の御巣鷹山墜落事故に係る航空
○ 事故調査報告書の解説など
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２ 適時適切な情報発信

２．（１）⑤ ニュースレターほか情報ツールの内容の充実・再検討

具体的な対応策 地方版分析集（8月以降発刊のもの）

広島（10月発行） 那覇（3月発行）４ 各地方事務所作成 広島（10月発行） 那覇（3月発行）４．各地方事務所作成
の地方版分析集につい
て、内容の充実及びそ
の周知啓発活動を積極
的に行う。

［概要］ ［概要］
○ 備讃瀬戸海域における衝突事故の状況 ○ 沖縄等の周辺海域で行われるマリンレジャー

船種 総 数 発生時刻 場所 状 など 特徴（船種、総トン数、発生時刻・場所の状況など） の特徴
○ 事例：備讃瀬戸航路内での貨物船とコンテナ ： ○ レジャー船の事故等の現状

船の衝突事故等 ○ 事例：ダイビング客がダイビング船のプロペラ
に接触した事故等

［周知先］ ［周知先］
平成24年10月に関係行政機関 平成25年3月に関係団体等平成24年10月に関係行政機関 平成25年3月に関係団体等
（中国運輸局、四国運輸局）へ周知 （地元マリーナ等）へ周知

URL：http://www.mlit.go.jp/jtsb/bunseki-kankoubutu/localanalysis/localanalysis24.html 7



３ 被害者への配慮

３．（１）①
３．（２）①

被害者等への情報提供等
被害者等からのご意見への適切な対応

具体的な対応策 「被害者等情報提供マニ アル」に基づき 以下の業務を実施した具体的な対応策

１．被害者等の気づきな
どについては、情報提
供窓口が被害者等に寄
り添い、話をお聞きし、

事故直後における被害者等への情報提供窓口の案内（連絡先伝達カードの活用）

調査状況等に関する照会への対応

「被害者等情報提供マニュアル」に基づき、以下の業務を実施した。

り添い、話をお聞きし、
適切に部会に報告する
ものとする

２．コミュニケーション能
力の向上等に資する研

調査の進捗状況等に関する公表資料の事前提供

事故調査報告書（含 経過報告）の公表前説明又は送付

勧告等のフォローアップに関する公表資料の事前提供力の向上等に資する研
修等の受講

３．報告書公表後も、被
害者等との連絡を密に

情報提供等 努

勧告等の ォ アッ 関する公表資料の事前提供

ご意見等の拝聴及び部内展開

参考１

し、情報提供等に努め
る。

４．地方事務所も情報
の窓口として、東京と一

平成24年4月 ・「事故被害者情報連絡室」を設置、地方事務所にも窓口を設置
・国土交通省「公共交通事故被害者支援室」に職員を併任

平成24年5月 ・「被害者等情報提供マニュアル」を作成

平成24年7月 ・連絡先伝達カードを作成（後に英語版も作成）の窓 として、東京と
体的に対応する。

参考２
（４面／裏表紙）

Information for
Victims and their Families

（４面／裏表紙）

事故により被害に遭われた方々へ
の情報提供を行っています。
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Victims and their Families

Japan Transport Safety Board
Victims and their Families 

Liaison Office
Japan Transport Safety Board

の情報提供を行っています。

運輸安全委員会事務局

事故被害者情報連絡室



３ 被害者への配慮

３．（１）①
３．（２）①

被害者等への情報提供等
被害者等からのご意見への適切な対応

具体的な対応策 被害者等への理解を深めるための研修具体的な対応策 被害者等への理解を深めるための研修

被害者等の置かれた立場や心情、被害者等が期待する事故調査及び情報提
供についての理解を深めることを目的に、事故により被害に遭われた経験を有す
る方を講師として招き、全職員を対象とした研修を実施した。

１．被害者等の気づきな
どについては、情報提
供窓口が被害者等に寄
り添い、話をお聞きし、り添い、話をお聞きし、
適切に部会に報告する
ものとする

２．コミュニケーション能
力の向上等に資する研力の向上等に資する研
修等の受講

３．報告書公表後も、被
害者等との連絡を密に

情報提供等 努

日時 平成24年12月
場所 運輸安全委員会委員会室

し、情報提供等に努め
る。

４．地方事務所も情報
の窓口として、東京と一 場所 運輸安全委員会委員会室

参加者 運輸安全委員会全職員（地方事務所にはＴＶ会議システムにて配信）
講師 淺野弥三一氏

今後とも、被害者等の立場からのお話を聞く機会や、対応実績を積み重ねることなどにより、

の窓 として、東京と
体的に対応する。

今後とも、被害者等の立場からのお話を聞く機会や、対応実績を積み重ねることなどにより、
適切な対応についてスキルアップを図る。
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４ 組織基盤の充実

４．（１）① 能力向上のための研修等の充実

具体的な対応策 平成２４年度に実施した主な研修
２ 研修協議会を設置し ド共通 被害者等 の理解を深めるための研修 実施 全職員２．研修協議会を設置し
て平成24年度研修計画
を策定し、以下の研修
を順次実施する。
・より徹底した原因調査
のための ミ ケ

モード共通 被害者等への理解を深めるための研修 12月実施 全職員

国外研修 クランフィールド大学（英国）航空事故調
査研修 ［航空］

1～2月実施 1名

のためのコミュニケー
ション、プレゼンテーショ
ン、コンプライアンス、
ヒューマンファクター分
析手法などの研修

クランフィールド大学（英国）事故調査基
礎研修 ［船舶］

1～2月実施 1名

※参加者の帰国後に研修報告会を行い、研修内容を組織内で共有・活用している。

・被害者等に対する情
報提供のためのコミュニ
ケーション能力向上の
研修
・被害者等からの事故

地方事務所
職員向け

航空・鉄道事故調査に関する研修 5月実施 16名

その他の 小型機 回転翼機シミュレータ研修 大 順次実施 延べ23名被害者等からの事故
調査への気づきに関す
る講演の開催
・国外研修
・地方事務所職員に対
する航空 鉄道事故の

その他の
専門研修

小型機、回転翼機シミュレータ研修、大
型飛行機基礎・機種別研修など［航空］

順次実施 延べ23名

延べ21名車両技術、軌道回路研修など［鉄道］

航海情報記録装置（VDR）記録データ回 延べ164名

平成25年度研修計画
3月に研修協議会を開催し 平成24年度の研修実績を踏まえて平成25年度研

する航空、鉄道事故の
初動調査の概要、手法
等の研修
・その他の専門研修

収・解析研修、乗船研修など［船舶］
延べ164名
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3月に研修協議会を開催し、平成24年度の研修実績を踏まえて平成25年度研
修計画を策定予定。



４ 組織基盤の充実

４．（１）② 特に重大な事故への対応訓練（シミュレーション）の実施

具体的な対応策 訓練の目的
事故調査の実施や情報の収集・連絡・報告 広報対応 被害者等へ１ 各対応事項について 事故調査の実施や情報の収集・連絡・報告、広報対応、被害者等へ

の情報提供等が的確かつ円滑に実施できるよう、特に重大な事故を
想定した訓練を行う。

１．各対応事項について
「特に重大な事故対応
訓練」要領を整備する。

２．各モード持ち回りで、
おおむね半年毎に特に 鉄 道 船 舶おおむね半年毎に特に
重大な事故への対応訓
練を実施する。なお、対
応訓練の結果、「特に重
大な事故対応要領」で

鉄 道 船 舶

跨線橋より落下した車に列車が衝突し、
被害者が数十名と想定

航行中の２船が衝突し、
被害者が数十名と想定

改善を要すること等が
明らかとなれば、適宜
見直しを行う。

平成24年11月実施 平成25年2月実施平成24年11月実施
委員、東京事務局及び門司事務所職員
総勢約50名が参加

ＴＶ会議システムにより門司事務所と接続
し、船舶以外の事故に関し、中央と地方事
務所間にお 初 連携訓練を行 た

平成25年2月実施
委員、東京事務局職員総勢約35名が参加

ＴＶ会議システムにより全地方事務所と接続し、
特に重大な事故発生時の地方事務所の対応
についても確認した。

今後の予定
訓練の結果明らかとなった課題について個別に検討し 措置すると

務所間において、初の連携訓練を行った。

訓練の結果明らかとなった課題について個別に検討し、措置すると
ともに、その内容や手順を取りまとめて要領を整備する。
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